
鳥取県農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱

平成13年９月４日付経指第267号

一部改正 平成14年８月28日付経支第340号

〃 平成15年９月５日付経支第333号

〃 平成17年６月８日付第200500020365号

〃 平成18年11月28日付第200600116855号

〃 平成19年４月２日付第200600202203号

〃 平成20年12月24日付第200800144055号

〃 平成24年 4月10日付第201100197820号

〃 平成30年 4月27日付第201800025207号

（趣旨）

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい

う｡)第４条の規定に基づき、鳥取県農業経営負担軽減支援資金利子補給金（以下「利子補給金」い

う｡)の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（交付目的）

第２条 利子補給金は、意欲と能力を有しながら、経済環境の変化等によって、負債の償還が困難と

なっている農業者に対し、その償還負担の軽減を図り、もって効率的かつ安定的な農業経営体の育

成に資することを目的として交付する。

（利子補給の対象となる貸付条件）

第３条 利子補給の対象となる農業経営負担軽減支援資金（以下「支援資金」という。）の貸付条件

の基準は、次のとおりとする。

（１）貸付対象者

本措置の対象とする貸付対象者は、負債の償還が困難となっている農業者であって、次に掲げ

る要件を満たす者とする。

ア 個人にあっては、次の要件のすべてを満たす者であること。

（ア）農業経営の改善に取り組む意欲と能力を有している者であって、農業負債整理関係資金

基本要綱（平成１３年５月１日付１３経営第３５６号農林水産事務次官依命通知。以下

「基本要綱」という。）第３の１の経営改善計画書を作成し、その確実な実行と支援資金

の確実な償還が見込まれること。

（イ）農業所得が総所得の過半を占めていること。

（ウ）貸付けを受ける者（その者が６０歳以上である場合は、その後継者）が現に主として農

業に従事（農業者大学校に就学している場合等を含む。）しており、かつ、将来において

も主として農業に従事する見込みがあると認められること。

（エ）現に約定償還金（元利）の一部の返済が可能であること。

イ 法人にあっては、次の要件のすべてを満たすものであること。

（ア）アの（ア）及び（エ）の要件を満たすこと。

（イ）当該法人の総売上高のうち農業に係る売上高が過半を占めること。

（２）資金使途

支援資金の使途は、営農負債（次に掲げる資金を借り受けたために生じた負債である場合にあ

っては、その貸付利率が年５．０パーセント以下のものを除く。）の借換えとする。ただし、大

家畜特別支援資金融通事業実施要綱（平成２０年４月１日付け２０農畜機第１０７号）第４の５

に規定する大家畜特別支援資金、養豚特別支援資金融通事業実施要綱（平成２０年４月１日付け

２０農畜機第１０８号）第４の５に規定する養豚特別支援資金又は畜産経営維持緊急支援資金融

通事業実施要綱（平成２１年６月３日付け２１農畜機第１１１５号）第３の２に規定する畜産経

営維持緊急支援資金と併せて貸し付けないものとする。

ア 株式会社日本政策金融公庫資金

イ 農業近代化資金（農業近代化資金融通法（昭和３６年法律第２０２号）第２条第３項の農業

近代化資金であって、鳥取県農業近代化資金事務取扱要領（平成１４年８月１日付経支第３４

４号鳥取県農林水産部長通知）第２に規定する内容に合致する農業近代化資金及び農業近代化



資金融通措置要綱（平成１４年７月１日付１４経営第１７４７号農林水産事務次官依命通知）

第２に規定する農業近代化資金並びに国の補助金等の整理及び合理化等に伴う農業近代化資金

助成法等の一部を改正する等の法律（平成１７年法律第１６号）第１条の規定による改正前の

農業近代化資金助成法第２条第３項に規定する農業近代化資金をいう。以下同じ。）

ウ 経営資金（天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法（昭和３０

年法律第１３６号）第２条第４項の経営資金をいう。）

エ 農業改良資金（農業改良資金融通法（昭和３１年法律第１０２号）第２条に規定する農業改良資

金（同法の定めるところにより貸し付けられたものに限る。）及び農業経営に関する金融上の措置

の改善のための農業改良資金助成法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第２３号）附則第２

条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における農業改良資金（同法第１条の

規定による改正前の農業改良資金助成法第２条に規定する農業改良資金をいい、同法の定めるとこ

ろにより貸し付けられたものに限る。）をいう。）

オ 就農支援資金（青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法（平成７年法

律第２号）第２条第２項に規定する就農支援資金をいう。）

カ その他、国若しくは独立行政法人農畜産業振興機構が利子補給補助若しくは利子助成補助を

行う資金又は国の補助金の交付を受けた者がこれを財源として利子補給補助若しくは利子助成

補助を行う資金又は国が融通する資金

（３）融資機関

支援資金の融資機関は、次に掲げる金融機関とする。

ア 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第１０条第１項第２号の事業を行う農業協同

組合

イ 農業協同組合法第１０条第１項第２号及び第３号の事業を併せ行う農業協同組合連合会

ウ 農林中央金庫

エ 銀行

オ 信用金庫

（４）貸付条件

支援資金の貸付条件は、次のとおりとする。

ア 貸付限度額

貸付限度額は、第２号の営農負債の残高とする。

イ 償還期限及び据置期間

償還期限（据置期間を含む。以下同じ。）は１０年以内とし、据置期間は３年以内とする。

ただし、既往債務の年間償還額等からみて、特に必要があると認められる場合は、償還期限を

１５年以内とすることができる。

ウ 償還方法

償還方法は、年１回元本均等償還とし、償還額の単位は千円とする。この場合において、償

還額に端数を生じたときは、第１回の償還額に加えるものとする。

エ 償還期日

償還期日は、毎年１２月２０日とする。

オ 貸付利率

貸付利率は、農業近代化資金の貸付利率を基準として、別途通知するものとする。

（利子補給金の交付）

第４条 県は、第２条の目的の達成に資するため、支援資金を農業者に貸し付ける前条第３号に規定

する融資機関（以下「融資機関」という。）に対し、予算の範囲内で利子補給金を交付する。

２ 利子補給金の額は、毎年１月１日から６月３０日まで及び７月１日から１２月３１日までの各期

間における支援資金の融資平均残高（当該期間中の毎日の最高残高（延滞額を除く｡)の総和を年間

の日数で除して得た金額とする。）に、別表に定める利子補給率を乗じて得た額の合計額以下とす

る。

（利子補給契約）

第５条 前条の規定による利子補給金の交付は、県と融資機関との間の本資金の利子補給に関する契

約（以下「利子補給契約」という。）に基づいて行うものとする。



２ 利子補給契約は、規則第５条の規定による融資機関からの契約の申込みに対し、当該申込みを受

けた日から３０日以内に、規則第６条の規定により知事が承諾を行うことによって成立する。

３ 利子補給契約が成立したときは、様式第１号による契約書を作成するものとする。

（利子補給承認）

第６条 県と利子補給契約を締結した融資機関は、支援資金の貸付けに当たり、県の利子補給を受け

ようとするときは、様式第２号による申請書及び様式第３号による要件書を総合事務所長に提出し、

承認（以下「利子補給承認」という。）を受けなければならない。

２ 利子補給承認は、前項の申請書の提出を受けた日から原則として３０日以内に、様式第４号によ

る承認書により行うものとする。なお、利子補給の承認をしないこととしたとき、又は可否の決定

を保留したときは、その旨を融資機関に通知するものとする。

３ 融資機関は、利子補給承認を受けたときは、その日から１か月以内に、当該承認に係る支援資金

の貸付けを実行しなければならない。ただし、当該貸付けを受ける農業者の事情によりその実行が

困難であると総合事務所長が認めるときは、この限りでない。

（貸付条件の変更承認）

第７条 融資機関は、利子補給承認を受けた支援資金の貸付けに係る弁済期限その他の貸付条件を変

更しようとするときは、様式第７号による変更申請書を総合事務所長に提出し、承認を受けなけれ

ばならない。なお、償還期限又は据置期間の延長を行う場合は、第３条（４）イに定める期間の範

囲内で行うことができるものとする。また、償還方法及び償還額は第３条（４）ウ及びエの規定を

準用することとする。

２ 前項の承認については、変更申請書の提出を受けた日から原則として３０日以内に、第８号によ

る変更承認書により行うものとする。

３ 償還猶予は次のいずれかの場合にできるものとし、その方法等については別途定めるところによ

るものとする。

ア 災害により被害を受けた場合

イ 知事が必要に応じて特に設定した要件に該当する場合

（実績報告の時期）

第８条 規則第１７条第１項の規定による報告は、支援資金の貸付けを実行した場合、総合事務所長

に様式第５号による実行報告書により遅滞なく報告するものとする。

２ 融資機関は、支援資金の繰上償還があった場合には、その月末までに農業近代化資金等電算処理

システム（以下「システム」という。）に繰上償還の所定の事項を入力するものとする。ただし、

システムを利用しない融資機関による場合及び障害等の発生によりシステムが使用できない場合に

あっては、様式第６号による農業経営負担軽減支援資金繰上償還報告書により総合事務所長に報告

するものとする。

３ 融資機関は、支援資金の約定償還の延滞発生及び延滞額の償還があった場合は、総合事務所長に

様式第９号による農業経営負担軽減支援資金延滞金報告書により遅滞なく報告するものとする。

（支払請求の時期等）

第９条 次に掲げる期間（以下「請求期間」という。）に係る利子補給金の支払請求については、そ

れぞれに定める時期に行わなければならない。

(１) １月１日から６月３０日まで その年の７月中

(２) ７月１日から１２月３１日まで その翌年の１月中

２ 融資機関は、利子補給金の支払請求について、様式第１０号による農業経営負担軽減支援資金利

子補給請求書により行うものとし、様式第１１号による農業経営負担軽減支援資金利子補給計算書

を添付しなければならない。

（利子補給金の支払）

第１０条 知事は、融資機関から前条による請求があった場合において、適当であると認めたときは、

当該請求を受けた日の属する月の翌月中にこれを支払うものとする。

２ 知事は、前項の支払が遅延したときは、支払期限の翌日から支払をする日までの日数に応じ、鳥

取県会計規則（昭和３９年鳥取県規則第１１号）第１２０条に定める割合をもって計算した遅延損



害金を融資機関に支払うものとする。

（利子補給の打切り）

第１１条 知事は、規則第２１条の規定により利子補給契約の承諾の取消等を行うほか、融資機関か

ら支援資金の貸付けを受けた農業者（以下「借受者」という。）が次に該当することとなったとき

は、これ以降、当該融資機関に対する当該借受者への貸付けに係る利子補給金の交付を打ち切るも

のとする。

(１) 借受者の農業負債整理関係資金基本要綱（平成１３年５月１日付経営第３５６号農林水産事務

次官通知）第３の１の経営改善計画（以下「経営改善計画」という。）の実行が困難と認められ

た場合

(２) 借受者の経営改善計画に不実記載が認められた場合

(３) 借受者が借入れを辞退した場合

(４) 借受者がその借入金を目的以外の目的に使用した場合

(５) 借受者が農業経営を中止した場合

（提出書類の部数等）

第１２条 規則及びこの要綱の規定により知事及び総合事務所長に提出する書類は、正本１部とする。

（雑則）

第１３条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、利子補給金の交付について必要な事項は、農林水

産部長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成１３年９月４日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１４年８月２８日から施行し、平成１４年７月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成１５年９月５日から施行し、平成１５年７月１日から適用する。

附 則

１ この要綱は、平成１７年６月８日から施行し、平成１７年度事業から適用する。

２ この要綱の施行前に、改正前の鳥取県農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱第４条の規定によ

る契約に基づき利子補給について知事の承認の行われている支援資金については、改正後の鳥取県

農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱（以下「新要綱」という。）第５条の規定により利子補給

について知事の承認が行われたものとみなして新要綱の規定を適用する。

附 則

この要綱は、平成１８年１１月２８日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１９年４月２日から施行する。

附 則

この改正は、平成２０年１２月２４日から施行する。

附 則

この改正は、平成２４年４月１０日から施行する。

附 則

この改正は、平成３０年４月２７日から施行する。



別 表

支 援 資 金 利子補給率

平成１３年９月４日以降に貸し付けたもの １.２５％



様式第１号（第５条関係）

農業経営負担軽減支援資金利子補給契約書

鳥取県（以下「甲」という。）と ○○○○（以下「乙」という。）とは、以下の条項により利子補

給に関する契約を締結する。

（支援資金の貸付け）

第１条 乙は、鳥取県農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱（平成１３年９月４日付経指第２６７

号鳥取県農林水産部長通知。以下「利子補給要綱」という。）第３条に規定する農業経営負担軽減

支援資金（以下「支援資金」という。）を農業者に対して貸し付ける。

２ 貸付けの方法は、証書貸付とし、証書は農業経営負担軽減支援資金借用証書によるものとする。

（利子補給）

第２条 甲は、前条の規定による貸付け（甲が承認したものに限る。）について、鳥取県補助金等交

付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）及び利子補給要綱に基づき、鳥

取県農業経営負担軽減支援資金利子補給金（以下「利子補給金」という｡)を乙に対して交付する。

２ 乙は、甲に対し利子補給金を請求するときは、利子補給要綱第９条第１項に規定する時期に、同

条第２項に規定する農業経営負担軽減支援資金利子補給請求書により行うものとする。

（乙の義務）

第３条 乙は、支援資金の貸付け及び利子補給金の交付に関しては、規則及び利子補給要綱に定める

ところに従わなければならない。

２ 乙は、利子補給金の交付に係る支援資金の貸付けについて、その債権を保全するため必要な注意

を払わなければならない。

（契約の変更等）

第４条 この契約の変更、内容に関する疑義、定めのない事項等については、すべて甲乙協議して定

めるものとする。

この契約を締結した証として、本契約書を２通作成し、甲乙１部ずつ保管するものとする。

年 月 日

甲

乙



様式第２号（第６条関係）

農業経営負担軽減支援資金利子補給承認申請書

総合事務所長 様 第 号

年 月 日

融資機関住所

名 称

代 表 者 氏 名 印

,

市町村 総合事務所名 融資機関名 下記の貸付について、貴県との利子補給契約に基づき利子補給を受けたいので申請します。

記

貸 付 の 相 手 方 使 途 貸付実行 貸 付 予 定 約定償還額 償 還 据 置 貸付 合計 債務 通常

年度 承認番号 （ カ ナ ） 施設 予定日 額（千円） 期 限 期 限 利率 利子 保証 利子

貸 付 の 相 手 方 資金種類 （ 年月 第１回 第２回以 （年） （年） （％） 補給率 有無 補給率

（ 漢 字 ） 日） （千円） 降（千 （％） （％）

円）

件数 利子補給承認額

合計

注）１ 借入申込書の写しを添付すること。２ 農業負債整理関係資金基本要綱（平成13年５月１日付13経営第356号農林水産事務次官依命通知）第３の１の経営改善計画を添付すること。



様式第３号（第６条関係）

年 月 日

経営改善計画に関する要件書

融資機関住所

名 称

代表者氏名 印

借 入 住 所 借 入 申 込 書 受 理 年 月 日

希 望 者 氏 名 年 月 日

鳥取県農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱（平成１３年９月４日付経指第２６７号鳥取県

農林水産部長通知）第３条第１号に規定する貸付対象者に該当することを認めます。

特

認

の

理

由

関 機 関 名 意見聴取月日 意 見 の 内 容

係

機 市 町 村

関

の 農業改良普及所

意

見

備

考

注 １ 「借入希望者」が法人の場合は、「氏名」の欄に法人名及び代表者氏名を記入すること。

２ 必要に応じて、経営改善計画について、市町村、農業改良普及所等関係機関の意見を聴取

して記載する。





様式第４号（第６条関係）

農業経営負担軽減支援資金利子補給承認書

様

第 号

年 月 日

総合事務所長 印

平成 年 月 日付 第 号をもって申請のあった農業経営負担軽減支援資金に係る利子補給については、下記のとおり承認する。

市町村 総合事務所名 融資機関名

記

貸 付 の 相 手 方 使 途 貸付実行 貸 付 予 定 約定償還額 償 還 据 置 貸付 合計 債務 通常

年度 承認番号 （ カ ナ ） 施設 予定日 額（千円） 期 限 期 限 利率 利子 保証 利子

貸 付 の 相 手 方 資金種類 （ 年月 第１回 第２回以 （年） （年） （％） 補給率 有無 補給率

（ 漢 字 ） 日） （千円） 降（千 （％） （％）

円）

件数 利子補給承認額

合計



様式第５号（第８条関係）

農業経営負担軽減支援資金貸付実行報告書

第 号

年 月 日

総合事務所長 様

融資機関住所

名 称

代 表 者 氏 名 印

平成 年 月分として貸付実行した農業経営負担軽減支援資金について下記のとおり報告します。 ,

市町村 総合事務所名 融資機関名 記

貸 付 の 相 手 方 貸付実行 貸 付 実行額 約定償還額 償 還 据 置 貸付 合計 債務 通常

年度 承認番号 （ カ ナ ） 年月日 （千円） 期 限 期 限 利率 利子 保証 利子

貸 付 の 相 手 方 第１回 第２回以 （年） （年） （％） 補給率 有無 補給率

（ 漢 字 ） （千円） 降（千 （％） （％）

円）

件数 利子補給承認額

合計



様式第６号（第８条関係）

農 業 経 営 負 担 軽 減 支 援 資 金 繰 上 償 還 報 告 書

第 号

平成 年 月 日

総合事務所長 様

融資機関住所

名 称

氏 名 印

貸付中の農業経営負担軽減支援資金について平成 年 月分として下記のとおり繰上償還があ

りましたので報告します。

記

融 資 機 関 店 舗 名

繰 上 償 還

承認年度 承認番号 貸付の相手方 発生日 償 還 額 償還後の残高 充 当 方 法 ※

（千円） （千円）

※頭から充当、残りの年賦を均等、最終の償還から充当、残りの年賦を均等（約定償還日に繰上償還が

あった場合）のいずれかを記入



様式第７号（第７条関係）

農業経営負担軽減支援資金利子補給条件変更申請書

番 号

年 月 日

○○総合事務所長 様

融資機関名 ○○○○

代表者名 ○○○○ 印

年 月 日付第 号により利子補給承認を受けた農業経営負担軽減支援資金について、下記のと

おり融資条件を変更したいので（借受者から貸付条件変更申請があったので）承認してくださるよう

申請します。

記

変 更 前 変 更 後

貸付の相手方 貸付の相手方

利 子 補 給 利 子 補 給

承 認 金 額 円 承 認 金 額 円

償還期限 うち据置期間 償還期限 うち据置期間

年 年 年 年

償 還 内 容 償 還 内 容

回 年 償還額 回 年 償還額 回 年 償還額 回 年 償還額

１ 円 ９ 円 １ 円 ９ 円

２ 円 10 円 ２ 円 10 円

３ 円 11 円 ３ 円 11 円

４ 円 12 円 ４ 円 12 円

５ 円 13 円 ５ 円 13 円

６ 円 14 円 ６ 円 14 円

７ 円 15 円 ７ 円 15 円

８ 円 ８ 円

変更理由

(添付書類)

借受者からの貸付条件変更申請書の写し、変更内容を反映した経営改善資金計画書、その他総合事

務所長が必要と認める書類

（注）据置期間中の償還額は０円と記載すること。



（様式第８号）第７条関係

農業経営負担軽減支援資金利子補給条件変更承認書

番 号

年 月 日

（融資機関・代表名） 様

○○総合事務所長 印

（申請年月日、書類番号）により申請のあった農業経営負担軽減支援資金利子補給条件変更につい

ては、下記のとおり変更を承認します。

（担当、連絡先）

記

変 更 前 変 更 後

貸付の相手方 貸付の相手方

利 子 補 給 利 子 補 給

承 認 金 額 円 承 認 金 額 円

償還期限 うち据置期間 償還期限 うち据置期間

年 年 年 年

償 還 内 容 償 還 内 容

回 年 償還額 回 年 償還額 回 年 償還額 回 年 償還額

１ 円 ９ 円 １ 円 ９ 円

２ 円 10 円 ２ 円 10 円

３ 円 11 円 ３ 円 11 円

４ 円 12 円 ４ 円 12 円

５ 円 13 円 ５ 円 13 円

６ 円 14 円 ６ 円 14 円

７ 円 15 円 ７ 円 15 円

８ 円 ８ 円

備考

（注）据置期間は償還額を０円と記載すること。





様式第９号（第８条関係）

農 業 経 営 負 担 軽 減 支 援 資 金 延 滞 金 報 告 書

第 号

平成 年 月 日

総合事務所長 様

融資機関住所

名 称

氏 名 印

貸付中の農業経営負担軽減支援資金について、平成 年 月 日から平成 年 月

日までの間に下記のとおり延滞金がありましたので報告します。

記

融 資 機 関 店 舗 名

承認年度 承認番号 貸付の相手方 期首延滞額 当期発生延滞額 延滞分償還額 期 末 残 高

（千円） （千円） （千円） （千円）



様式第１０号（第９条関係）

農業経営負担軽減支援資金利子補給請求書

平成 年 半期 （平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日）

平成 年 月 日

鳥 取 県 知 事 ○ ○ ○ ○ 様

融資機関住所

名 称

代表者氏名 印

平成 年 月 日締結の農業経営負担軽減支援資金利子補給契約に基づき、平成 年 半

期における農業経営負担軽減支援資金利子補給金を下記のとおり請求します。

記

一金 円

内 訳

利子補給承認年度 利子補給額

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

合 計





様式第１１号（第９条関係）

農業経営負担軽減支援資金利子補給計算書
（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

市町村名 融 資 機 関 名

期 首 期 中 償 還 額 期 中 期 末 融 資 利 子 利 子

承認 融 資 貸 付 額 発 生 融 資 備 考

年度 残 高 約 定 繰 上 延滞額 残 高 平均残高 補給率 補給額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (円) (％) (円)


